
2 JUCE Journal 2014年度 No.3

オープンな学びを提供する

JMOOCの取り組み

特　集

JMOOC設立の背景と狙い
１．はじめに

2012 年米国のスタンフォード大学、ハーバー

ド大学、MITなどから立ち上がり、有名大学を

中心に爆発的な広がりを続けている MOOC

（Massive Open Online Courses:大規模公開オンラ

イン講座）は 2013 年には欧米主要国で配信事業

体が立ち上り、現在では世界的な広がりとなって

います。この背景にはインターネットのグローバ

ルな普及・広帯域化やスマートフォン、タブレッ

トを中心としたデバイスの進化など環境面での充

足に加え、高等教育環境での地域・経済格差を解

消するソリューションとしての期待、大学の ICT

活用による教育改革の機運など複数の要因が複合

的に重なり大きな流れとなったと考えられます。

2013 年我が国においても MOOCの日本から

の配信を実現・推進することを目的として 11 月

１日に一般社団法人日本オープンオンライン教育

推進協議会（JMOOC）が発足し、翌 2014 年４

月より日本語での講座を中心に MOOC講座配信

を開始し、半年余を経過しました。

ここでは改めて MOOC配信の背景と狙い、現

状について報告します。

２．MOOC勃興の背景

MOOCは「大学の教員が提供するオンライン講

座であり、誰でも無償で受講でき、テストやレポ

ートなど提示された課題に期限内で回答し、総合

的な評価が一定の基準を満たせば担当教員名での

修了証が提供される学習プログラムである」とい

うのが国際的に共通的、基本的な定義です。もと

もと教育機会や優良な教育素材に恵まれない地域

や層の人々にその機会を提供することを大きな目

的として「オープンエデュケーション」が始まり、

その延長線上にMOOCが位置付けられています。

オープンエデュケーションの嚆矢ともいうべきプ

ロジェクトは米国MITが2001年にそのコンセプ

トを発表し、2003年から本格的に実施したオー

プンコースウェア（OCW）であることはよく知

られています。OCWが「大学の正規講義で提供

されている教育素材をインターネット上で無償公

開する」というコンセプトで推進されてきました

が、このコンセプトを受け、大学以外の教育素材

についても積極的に無償公開を推進する目的で

2002年にUNESCOによって提唱され、推進され

てきたのがOER(Open Educational Resources)で

す。UNESCOは2012年、OER提唱から10年目に

あたるのを機に2012 World OER Congressをパリ

本部で開催し、「2012パリOER宣言」を採択し、

さらなる地球規模でのOER普及に向け活動の加速

を図っています。

我が国におけるオープンエデュケーション関連

の活動は2005年に６大学（大阪大学、京都大学、

慶應義塾大学、東京工業大学、東京大学、早稲田

大学）で連携してOCW活動の開始を宣言したの

をきっかけとして翌2006年、OCW国際コンソー

シアムの設立発表と合わせて京都で開催された

OCW国際会議（実質的な国際コンソーシアム年

次大会の第１回）でOCW活動を本格的に推進す

る大学を中心としたコンソーシアム、日本オープ

ンコースウェア・コンソーシアム（JOCW）を設

立し、推進してきました。JOCWが一つの組織モ

デルとなり、韓国や台湾で同じ形態のコンソーシ

アムが設立されるなどオープンコースウェア推進

に先導的な役割を果たしてきました。

2006年以降、日本でのOCW普及活動はJOCW

を中心に行われ、加盟組織の拡大、配信講座数の

増大などを指標として活動が行われてきました。

一方、国際的には参加組織数や配信講座数の拡大

JMOOCを理解するために
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は重要な目標としつつも、学習者の立場からの利

便性向上・価値拡大という視点での課題解決が参

加組織内の議論として大きくなり、そのための

様々な提案が行われ、実践されてきました。国際

的なオープンエデュケーションのコミュニティで

は、2007～2008年頃にはインターネットの高速
化・広帯域化の流れとPCの性能向上を背景に、

当初テキスト中心であった配信情報が講義音声や

講義映像へとリッチメディアの活用に大きく軸足

を移していきました。

2009～2010年頃には学習者のモチベーション
維持向上を目的とした方策の議論の中から学習者

コミュニティを形成し、学習者間で疑問点の解消

やノウハウの共有を図ることが提案され、Open

Studyのような具体的に学習者コミュニティを形

成し、提供するプロジェクトも注目されました。

さらに2011年初めには、学習者の修得スキル

を社会的に評価する仕組みの提供が提案され、既

存の大学がOERの学習者に対して単位や学位の取

得が可能となる機会を提供しようという取り組み

が開始されました。このプロジェクトは主に英連

邦の大学が参加したOER Universityというプロジ

ェクトで、UNESCOも支援しています。

その後2011年後半には、最初のMOOCとして

注目を集めた米国スタンフォード大学のセバスチ

ャンスラーン教授の「人工知能入門」の講座が公

開され、世界中から16万人の受講生を集め、

MOOCのきっかけとなりました。この一連の流れ

を整理すると表１のようになります。

この表からオープンエデュケーションの様々な

活動がMOOCの大きな流れにつながっていること

が理解できると思います。

日本でのOCW活動は表１の変遷上で見ると、

Phase2までは世界的な流れを先導する形で進行

しました。日本のOCW普及活動は任意団体であ

るJOCWを中心として行われてきましたが、OCW

の活動自体は各大学での主体的な活動として実施

されるものであり、JOCWの主な活動は会員勧誘、

情報共有および国際コンソーシアムとの連絡窓口

でした。2007～2008年頃までは会員数、公開講
座数ともに拡大していましたが、その速度は世界

主要国と比べ、必ずしも順調とは言えず、資金源

も2008年から拡大した企業会員も含めた低額の

会員会費に依存した構造であったことから、その

後活動全体としては停滞した状況となりました。

その後、会員大学は明確に二極化し、継続的に

公開する大学とほぼ休止状態の大学に分かれる状

況となりました。この背景には、各大学内でオー

プンエデュケーションについての理解、賛同が浸

透しなかったことが大きな要因としてあげられま

す。一方、世界では表１のPhase3,4,5への質的変

化が起こり、2012 年の米国での爆発的な拡大と

それに続く2013年のヨーロッパ各国でのMOOC

立ち上げと拡大につながりました（表２参照）。

３．JMOOCの狙い

世界規模でのMOOCの急速な拡大に日本が取り

残されていることの危機感を背景に、2013年初

夏より日本でオープンエデュケーションに関わっ

てきた有志の中から日本でのMOOC事業立ち上げ

の必要性が議論され、2013年10月に帝国ホテル

において設立記者発表を行いました。設立にあた

り発起人を中心として策定した基本的な方針のう

ちで、特に以下の点がJMOOCとしてのユニーク

な特徴です。

１）JMOOCでは主として日本の大学の講義をベ

表１　オープンエデュケーションの変遷

表２　世界の主なMOOC事業体

MOOC

2013.10
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ースとしたMOOCを日本語で配信する。米国を

拠点とするグローバルなMOOC事業体から配信

されている講座の多くは英語であり、多くの日

本人学習者にとっては効率的な学習が困難であ

る。前述のように非英語圏であるフランス、ス

ペイン、中国などでは母国語での学習を可能と

するMOOC事業体が立ち上がり、急速に拡大し

ていることなども鑑み、積極的に日本語での

MOOC配信を推進する。

２）運営は特定の団体・企業からの提供資金に依

存するのではなく、できるだけ多くの大学・企

業・団体の参加による産学連携を基本とし、運

営資金についてもそれら会員からの応分の負担

としての会費収入を基本的財源とする。

また、JMOOC設立時に組織のミッションステ

ートメントを以下のように規定しました。

「JMOOCは日本とアジアのための『学びによ

る個人の価値を社会全体の共有価値へ拡大する

MOOC』の実現を産学の連携によって強力に牽引

します。」

このミッションステートメントに基づき、

2013年11月１日に一般社団法人としての登記を

完了し以降、以下を具体的な狙いとして活動を開

始しました。

１）修了証の社会的認知の拡大

質の高い学習・修得管理を実現し、学習者の修

了認定が広く社会的な価値として認知され、知識

社会における牽引力となるよう技術的・制度的な

課題を解決するとともに社会的認知の拡大をはか

る諸活動を推進する。

２）社会的継続学習基盤の形成

学生・社会人・退職者など多様な生涯学習者に

対し、高等教育機関の有する専門教育知識のみな

らず企業の有する実践的実学知識の提供も積極的

に勧奨する。

３）アジア諸国等へのコンテンツ・プラットフォー

ム提供・連携

JMOOCで構築・運営するコンテンツおよびプ

ラットフォームを日本はもとより広くASEANを

始めとするアジア諸国等にも提供し、日本への留

学希望者や日本企業への就職希望者に対し、必要

かつ有効な学習機会を提供する。

４）「反転学習」(Flipped Learning)の確立

MOOCを予習教材として使い、より高度な内容

を対面で授業する「反転学習」（Flipped Learning）

の効果が認識され、その普及が始まっている。

JMOOCでは、大学教育の形態が大きく変化する

可能性があることから積極的な実践事例を構築

し、その日本での確立を図っていく。

５）学習支援技術確立へ向けた研究活動

MOOCは歴史上初めて教育支援に本格的に情報

通信技術（ICT）を活用し、大規模なオンライン

学習集団のすべての学習行動をディジタル蓄積

し、その分析に基づき新たな学習支援技術に関す

る知見を得、そのフィードバックにより継続的に

学習を改善していく取組みでもある。JMOOCで

は、そのための学習プラットフォームを主体的に

構築・運営し、学習支援技術確立へ向けた研究活

動を推進してゆき、本格的な教育におけるBig

Dataの活用による教育改善を推進する。

４．JMOOCの組織と運営

JMOOCは大学および企業からの会員を中心に

構成されており、その代表としてオープンエデュ

ケーションにこれまで深く携わってきた大学の代

表および、JMOOCの趣旨に賛同し、その運営に

深く貢献することを表明した特別会員企業の代表

から構成される理事会を中心に運営されていま

す。一方、MOOCの配信を行う配信プラットフォ

ームの実質的運営は特別会員企業などの自主的な

構築運営により提供されています。JMOOC傘下

で提供されている配信プラットフォームは以下の

３システムです。

１）gacco

（株）NTTドコモ、NTTナレッジスクェア（株）

両者の運営による。米国 edXが開発し、同サー

ビスで提供されている管理ソフトウェアのオープ

ンソースソフト版である Open edXを日本語版と

してカスタマイズしたものが提供されている。

２）Open Learning, Japan

（株）ネットラーニング運営による。同社の商

用クラウドを MOOC用にカスタマイズして提供

している。

３）OUJ MOOC

放送大学が運営するプラットフォーム。NPO法

人CCC-TIESが開発したプラットフォームCHILO
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BOOKをベースとしている。

また、すべての会員の有志から構成される課題

別のワーキンググループで技術、政策、制度、普

及などの観点から検討を行い、JMOOCの運営お

よびMOOC提供サービスに反映させていくことが

基本方針です。

５．課題

組織発足から約１年、最初の講座開講から約７ヶ

月を経過した時点で、明確になっている主な課題

は以下の通りです。

１）開講講座数の拡大

MOOCは基本的に一般利用者に向けた教育情報

提供サービスであり、多様な学習者の学習ニーズ

に答えるためには様々な分野の講座を開講するこ

とが必須となる。MOOCが社会的な価値を持って

受け入れられるには少なくとも100以上の講座開

設が望ましいと考えており、できるだけ早い時期

での実現も必要である。

２）登録学習者数の拡大

登録学習者が多い事がMOOCの価値、さらには

修了証の社会的価値の認定に繋がると考えられ

る。数十万人から百万人規模の登録学習者の実現

が望ましいと考えている。その実現には良質の講

座の一定数以上の開講が前提となることは言うま

でもない。

３）講座分野の拡大

調査結果によると、男女また年代別にも学習し

たい分野は異なっており、最低でも全体の８割の

学習者が希望する分野をカバーすることが望まし

いと考えている。その観点からも大学講座のみな

らず、企業内教育や専門教育コンテンツを含むこ

とが必要である。さらに社会的な教育基盤として

の位置づけを想定すると初中等教育コンテンツも

カバーすることが望ましい。

４）継続的なビジネスモデルの確立

BtoC（一般利用者向け）の本講座は修了証取

得まで無償提供を前提とすることが基本である

が、JMOOCは産学連携の体制により運用してお

り、企業的な事業維持継続の観点から持続的なビ

ジネスモデルの確立が重要である。このためには

様々な可能性の検証が必要である。

５）講座開講作業の効率化とコスト削減

大学でのMOOCについては特に大学における講

座公開の負担を極力軽減することが必須である。

そのための講座設計、制作工程の標準化と効率化

が急務である。

６）本格的な学習ログ分析体制の確立

MOOCの本質的な期待の一つである、膨大な学

習者の学習履歴（BIG DATA）を分析し、新たな

教育支援の知見を得られる研究環境の整備であ

る。そのための体制整備も重要な課題である。

６．まとめ

JMOOCは2013年11月に一般社団法人として設

立され、2014年４月に最初の講座を公開し、そ

の後公開講座数を拡大するなど、これまで１年間

で組織設立から講座開講までを推進してきました

が、その過程で前述の課題が明確になっています。

このいずれも重要な課題であり、MOOC講座の拡

充と同時並行的に解決を図っていくべきものが多

くあります。とりわけ、大学がいかに多くの

MOOC講座を適切なコスト負担と稼働で制作でき

るようにするかという点が配信講座拡大の観点か

ら重要です。

また、ミッションステートメントに謳っている

目標についてはJMOOCとして優先度の高い目標

ですが、なかでも修了証の社会的価値の拡大につ

いては、多くの企業が人材採用や人事評価の中で

実際に位置付けることが必要であり、その実現に

はまだ時間が必要です。さらにアジアとの関係に

ついても双方の大学に企業を加えた具体的なプロ

ジェクトを推進する必要があり、今後の課題です。

いずれにしても全体的な提供講座の拡大が急務で

あり、その達成には大学を中心とし、企業も参加

した広範な協力体制が不可欠です。

図１　JMOOCの組織
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JMOOCの可能性と今後の展望
１．はじめに

MOOCは大学講義レベルの教育がインターネッ

トを通じて無料で受講でき、課せられた課題やテ

ストに回答し、総合的な成績が講座毎に定められ

た基準を超えた学習者に対しては修了証が付与さ

れる教育サービスとして世界的に認

知され、拡大しています。JMOOC

でもこの基本概念を踏襲しつつ、日

本の様々な大学の講義をベースとし

たMOOC講座を2014年４月から開

講し、その量的な拡大を図っている

段階です。これまでに10講座を開講

してきましたが、ここではその経緯お

よび今後の展望について解説します。

２．JMOOCでの講義配信に

ついて

JMOOCでは日本でのMOOC講座

配信にあたり、以下の基本的な方針

に基づき多くの大学に講座開講を勧

誘してきました。

１）日本語での講座開講を基本とし

て開講を依頼する。

２）講座内容は原則的に会員大学の

推薦する専任教員によって設計さ

れる。

３）大学での講座の基本単位となっ

ている15回を基準とするのでは

なく、短縮したコースとする（典

型事例としては４回程度）。

４）各講座の構成は大学での講義１回相当を１週

間での学習範囲とし、その繰り返しで全体を構

成する。

５）各講座は10分を基本とした講義を最小単位

として構成する。

６）各講座の受講を希望する学習者はメールアド

レス、パスワード、ニックネーム、本名を基本

情報として各配信プラットフォームにアカウン

トを開設し、個別講座の登録を申し込む。

７）学習者には講座毎に学習者間での情報共有を

図るための掲示板が提供される。

８）学習者には毎週課題（オンラインテストやレ

ポート）が出され、各週の課題および、または

中間課題、および、または最終課題の総合成績

が担当教員の設定した修了条件を満たしていれ

ば担当教員名で修了証が発行される。

３．JMOOC配信講座の現状

JMOOCでは2014年４講座を開講してきまし

た。確定している公開講座は表３の通りですが、

今後拡大していくため、最新情報はJMOOC Web

サイトを参照して下さい(www.jmooc.jp)。また、

JMOOCで開講した最初の３講座についての受講

状況は表４の通りです。

JMOOC最初の講座受講登録開始から現在まで

の総登録者数は2014年10月25日現在で76,000

名を超える規模となっています。

このオンラインでの学習形態は前述のとおり共

通となっていますが、各講座独自の部分も出てい

ます。海外のMOOCと異なるJMOOC独自の取り

組み例としては、すべての講義映像に日本語字幕

を付与していることと、MOOC学習者を対象とし

た反転学習の実施です。以下に、その取り組みを

紹介します。

（１）日本語字幕
日本語字幕は、現在登録者が100名を超える規

模となっているJMOOCボランティアの協力も得

て付与していますが、聴覚障害者の方にも学習を

特　集

表３　JMOOC開講講座一覧

表４　JMOOC初期開講講座の状況
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可能とする、いわゆるユニバーサルアクセスの目的

以外に、健常者にとっても目と耳の両方からの学習

を可能とすることで学習効率が高まる、また課題

への対応時、講義ビデオを再確認する際に効率的

であること、また留学生、海外の学習者にとっての

利便など様々な利点が実際に報告されています。

（２）反転学習
東京大学の本郷教授の講座において、世界で初

のMOOCベースの反転学習を実施し、その成功体

験に基づき、これまでに４講座で実施されました。

講座の流れについては、通常コースと反転学習コ

ースの二つを図２に示します。また、本郷教授の

反転学習の履修状況は表４、対面授業のタイムテ

ーブルは表５の通りです。

特　集

図２　JMOOC講座の通常コースと
反転学習コースの流れ

（2014年9月3日教育改革ICT戦略大会　株式会社ＮＴＴドコモ）

表５　「日本中世の自由と平等」対面授業の
タイムテーブル

（2014年9月3日教育改革ICT戦略大会東京大学　本郷和人）

第1回対面授業 （2014.4.26.）
■ 配布資料

■ タイムテーブル（計120分）

■ タイムテーブル（計120分）

①事前資料

（あ） １．権門体制論　構造図

２．東国国家論　構造図

（い） 薪・大隅荘の争論　説明文

（う） １．征夷大将軍　任命の顛末　文章

２．伏見上皇の言葉

②当日資料

史料1、史料2、史料3

第２回対面授業 （2014.5.10.）
■事前準備

① 当日資料3点（それぞれA4で2枚）

②　前回と同じくランダムでグルーピング（全体で

91人、高校生23人）

③　当日の資料を冊子にする

④　名札も前回と同じにする

時間 活動および内容

13:00

~ 13:10

１. 講師・スタッフ紹介(5分)

２. 連絡：課題提出について

３. タイムテーブル

４. 授業中のお願い

13:10

~ 13:20

１. 各グループで自己紹介(10分)

13:20

~ 13:55

活動1

本郷先生から主旨説明(5 分)

１. 史料１（問１）と史料２（問２）につ

いて、小グループで議論(10分)

➙３グループから回答を共有＋本郷先　

生のコメント(10分)

２. 権門体制論と東国国家論の支持表

明：小グループ単位で挙手(10分)

13:55

~ 14:30

活動2

本郷先生から主旨説明(5分)

１. 提示資料（い）の事件について各論

の立場で小グループで議論（15分）

２. ディベート＋本郷先生のコメント

(15分)

14:30

~ 14:50

活動3

本郷先生から主旨説明(5分)

１. 史料３と（問３）提示資料（う）を考

え、小グループで問３に回答(10分)

➙数グループから回答の共有＋本郷先　

生のコメント(5分)

14:50

~ 15:00

本郷先生より総括

どちらの説が有効と考えるか、重ねて尋ねる

本郷先生から全体のまとめ、２つの解釈の

可能性をいう。加えて自身の意見を開陳す

る。このとき、ザインをつきつめると、律

令制虚構論へ行き着く、というところまで

言及する

所用時間 活動および内容

10分 導入トーク（2分）と本郷先生による当

日の概要（5分）

グループごとの自己紹介(3分)

35分 Task 1（戦国大名と信長）

１. 本郷先生による説明（3分）

２. 戦国大名の意識に関する資料の読

み込み（10分）



１）取り組みそのものについての評価は前年が

「非常によい」、「良い」を合わせ82%と高い数

値であったが、本年はさらに増加し、合わせて

87%となった (図３) 。

２）認知度については昨年「知らない」が93%

であったところ、本年は79%と大幅に下がって

はいるが、まだ「詳しく知っている」というより

「聞いたことがある」程度の増加である (図４)

３）MOOCを利用したことがある人は、前年が

1.4%であったのに対して本年は2.4%と微増し

ているが、まだ大多数の人々は利用経験がない。

その上で、今後の利用意向は昨年は「利用した

くない」の方が上回っていたが、今年は若干な

がら「利用したい」が増加している(図５)。

４）学習したい分野の全体平均としての結果は心

理学、歴史、音楽・映画、経済学・金融が他よ

りも多い傾向にあるが、特定分野が極端に多い

という傾向ではなく、教養系科目と実践系科目

に万遍なく希望が分散しており、多様なニーズ

が示されている(次ページ図６)。
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受講生の反応は、１回目の対面授業が学会で議

論するようなレベルであったため、「非常に難し

かった」との感想でしたが、事前のオンライン学

習で知識習得レベルがそろっていたことや、受講

者数が通常コースから大幅に絞りこまれ、意欲的

な受講生が参加していたことから、13歳から81

歳の幅広い年齢層ながら、年齢差に関係なく活発

な議論が展開され、最終的には「とても面白かっ

た」「受講してよかった」などの意見が寄せられ

ました（2014年９月３日教育改革ICT戦略大会講

演より）。

４．日本におけるMOOCへの期待

JMOOCでは、日本での本格的なMOOC開講に

先立ち、世の中の人々の意識調査を実施しました。

調査対象は10代から60代の各世代の男女それぞ

れ100名程度、計1,200名余り、NTTコムオンラ

イン マーケティング・ソリューション株式会社

の協力によるインターネットリサーチによって行

いました。

また、初回の調査から１年後の2014年９月に

同様の調査をMOOC提供の経験を反映した形で実

施しました。この２回の調査から以下のような結

果が明らかになりました。

特　集

３. 信長と戦国大名はどこが違うのか？

（15分）

４. 意見の引き出しと本郷先生からの

フィードバック（7分）

→天下統一＝公権力の確立の意識

35分 Task 2（朝廷と信長）

１. 本郷先生による説明（3分）

２. 朝廷と信長に関する資料の読み込

み（10分）

３. 信長と朝廷は両方とも公権力の違い

は何か？（15分）

４. 意見の引き出しと本郷先生からの

フィードバック（7分）

→ザインとゾレンの両方がある点

35分 Task 3（宗教と信長）

１. 本郷先生による説明（3分）

２. 一向宗と信長に関する資料の読み込

み（10分）

３. 信長はなぜ一向宗を嫌ったのか？

（15分）

４. 意見の引き出しと本郷先生からの

フィードバック（7分）

→リゾームの破壊

5分 総括

自由と平等と平和について

図３　MOOCへの評価

図４　MOOCの認知度

図５　MOOCの利用経験

0.9%

1.5%

0.5%

0.9%

45.2%

49.5%

53.4%

48.1%

2013 9

2014 9

MOOC
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５）性別世代別の希望分野について

性別世代別の希望分野については、男性では経

済学＆金融がすべての世代で６位以内、特に社会

人としてアクティブな20代から50代では２位 以

上となっている。ついでコンピュータサイエンス

がすべての世代で５位以内となっており、10代

では１位である。関連分野である情報、テクノロ

ジー＆デザインもすべての世代で７位以内であ

り、40代ではトップである。また歴史がすべて

の世代で８位以内、特に50代、60代では１位で

ある。昨今のビッグデータへの注目が集まってい

ることを反映してか、10代から40代で統計学＆

データ分析への関心が高い、特に20代では１位

となっている。

女性では栄養学、心理学、音楽・映画、芸術、

健康＆社会などへの関心が高い。特に心理学はす

べての世代で４位以内であり、40代、50代では

トップである。栄養学もすべての世代で10位以

内であり、20代、30代ではトップである。音楽

もすべての世代で８位以内であり、10代ではト

ップである。

６）職種別希望分野

職種別希望分野については、会社員や公務員、

自営業など職業をもっている人々には経済学＆金

融の人気が高く、学生、パート、主婦などには心

理学の人気が高い傾向にある。また、歴史はすべ

ての層で４位以内であり、職業を超えて人気が高

い（下の表６）。

７）学習に用いる端末については、パソコンが圧　

倒的に多数ではあるが、スマートフォン、タブ

レット端末で学習する人の割合も合わせて30%

おり、多様な環境での学習が始まっていること

がうかがわれる（図７）。

特　集

図６　受講希望分野

表６　職種別希望順位

図７ MOOC学習で利用した端末



８）JMOOCでは、最初の講座である東京大学本

郷教授の「日本中世の自由と平等」以来多くの

講座で反転学習を組み合わせた学習機会を提供

してきた。今回、反転学習が提供されている場

合は受けたいと回答した人の割合が70%弱と非

常に高い割合を示しており、その理由も積極的

に講師や他の受講生との交流を希望していると

いう結果が得られた (図８) 。

９）オンライン講座で不足しがちなコミュニケー

ションについて、特に質問・意見提示の場が必

要だとする回答が昨年も60%あったが、本年は

さらに増加し、65%という高い数値を示してい

る (図９) 。

５．今後の展望

2013年９月、2014年９月に実施した世論調査

結果からも継続学習への期待は高まっており、ま

た多様な分野への学習希望があることが明らかに

なりました。この広範なニーズに応えるためには、

多くの講座を開講する必要があります。そのため

早期に100講座以上の講座開設を実現したいと考

えています。MOOCの講義映像は大学での講義を

収録し、それを10分程度に単純分割しているの

ではなく、担当教員にあらかじめ10分程度の内

容を想定し、再構成を依頼した上でMOOC用に改

めて収録を行っています。そのため、一つの大学

から短期間で大量の講座を開設することは困難で

あることから、できるだけ多くの大学に参加して

もらうことが重要であると考えています。

また、大学にとってMOOCは、各大学の教員が

講座を配信することのみがその関与ではありませ

ん。教育の質の改善として注目されているアクテ

ィブ・ラーニングや反転学習についてもMOOCを

活用することにより、効果的、効率的に実践が可

能となります。2014年後期にJMOOC講座を対象

とした反転学習の実践が始まっています。具体的

には、慶應義塾大学村井純教授が提供した「イン

ターネット」の講義を東京工科大学においてコン

ピュータサイエンス学部２年次後期の「インター

ネット」科目（２クラス計400名）で活用します。

学生たちは、JMOOC公認サイトでの「インター

ネット」講座を利用して自分のペースで事前学習

（予習）を行い、教室ではディスカッション等の

主体的かつ発展的な授業によって学習効果を高め

る、「反転学習」の学びのスタイルを実践します。

このような形態はJMOOCでの提供講座の拡大に

伴い、今後広く活用されることが期待できると考

えています。

6．まとめ

本報告では、JMOOCでの講座提供の現状と今

後の可能性について、世論調査の内容と併せて述

べました。2014年４月に日本語での世界初の

MOOCを配信して以来７ヶ月を経過した段階であ

り、初期の実験的段階からようやく本格提供の段

階に入ったに過ぎません。世界でのMOOC登録者

数が1,500万人とも言われ、米国のみならずヨー

ロッパ各国からも多くのMOOC講座が配信される

状況となった現在、1日も早くこれら欧米での実

践と質量両面で同等レベルに到達することが重要

と考えています。それは、単に形式的に同等とい

うことではなく、大学および社会における継続学

習の実践が学習者にとって明確な価値を生ずる形

になってくるという観点から同等でなければなら

ないと考えます。そのためには大学のみならず、

今後とも産学の深い連携に加え、官についても効

果的な連携が図られることが望ましいことは言う

までもありません。また、アジアを中心とした海

外の学習者、企業、大学との連携を積極的に実現

することが必要と考えています。
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図８　反転学習の受講希望

図９　コミュニケーションの必要性

特　集

60%

65%

40%

35%

2013 9

2014 9

MOOC


